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2015 年 05 月 26 日 

 

 吉富薬品株式会社 

   

     Ｎｏ.127 

 

「精神科医療情報総合サイト e-らぽーる http://www.e-rapport.jp/」を開設しています。 

ＭＭＳニュースのバックナンバーも掲載しております。     本文（表紙含め）：16 枚 

 

■「平成 27 年度介護報酬改定速報 2」～居宅サービス（訪問系・通所系サービス）～ 

 

この速報では平成 27 年度介護報酬改定「速報２」では、告示等から居宅サ-ビス（訪問系サ

ービス：訪問介護、訪問看護、集合住宅に居住する利用者へのサービス提供・通所系サービス：

通所介護、療養通所介護、通所リハビリテーション）の改定内容についてについて紹介いたし

ます。詳細につきましては、告示・通知等でご確認下さい。 

 

《ＣＯＮＴＥＮＴＳ》    

精神科に係る平成 2７年度介護報酬改定の内容  

Ⅰ 居宅サービス 

   １ 訪問系サービス 

（１）訪問介護                       ・・・・・・・・・・・・・・（１） 

（２）訪問看護                       ・・・・・・・・・・・・・・（４） 

（３）集合住宅に居住する利用者へのサービス提供・・・・・・・・・・・・・・（６） 

   2 通所系サービス 

（１）通所介護                       ・・・・・・・・・・・・・・（６） 

（２）療養通所介護                    ・・・・・・・・・・・・・・（11） 

（３）通所リハビリテーション               ・・・・・・・・・・・・・（12） 

 

 

Ⅰ．居宅サービス 

 １ 訪問系サービス 

（１） 訪問介護 

① 基本報酬の見直し 

訪問介護は、基本報酬が身体介護で平均 3.8％、生活援助で平均 4.4％引き下げられ

ました。 
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訪問介護費
改定前 改定後

所用時間

身
体
介
護
中
心

２０分未満
夜間、早朝、深夜に行われる場合

１６５単位
１７１単位

２０分以上
３０分未満 ２５５単位 ２４５単位

３０分以上
１時間未満 ４０４単位 ３８８単位

１時間以上 ５８７単位 ５６４単位

１時間以上
３０分以上

増す毎
＋８３単位 ＋８０単位

生
活
援
助
中
心

２０分以上
４５分未満 １９１単位 １８３単位

４５分以上 ２３６単位 ２２５単位

通院等のための乗車
又は降車の介助 １０１単位 ９７単位

 

② 20 分未満の身体介護の見直し 

 

訪問
介護

改定
前

改定
後

算定要件

身
体
介
護

２
０
分
未
満

夜
間
、
早
朝
、
深
夜
に
行
わ
れ
る
場
合

身
体
介
護
中
心

・全ての訪問介護事業所において算定可能
・前回提供した訪問介護から概ね２時間以上の間隔を空けることが必要

頻回訪問 （前回提供した訪問介護から概ね２時間以上の間隔を空けない）

利用
対象
者

・要介護１から要介護２の者であって認知症の利用者又は要介護３から
要介護５の者であって障害高齢者の日常生活自立度ランクＢ～Ｃの
利用者

・当該利用者に係るサービス担当者会議が、３月に１度以上開催されて
おり、当該会議において、１週間のうち５日以上、頻回の訪問を含む
２０分未満の身体介護が必要と認めた者

必要
要件

・常時、利用者又は家族等からの連絡に対応できる体制がある
・以下のいずれかに該当すること

ア 定期巡回・随時対応サービスの指定を受けている
イ 定期巡回・随時対応サービスの指定を受けていないが、実施の

意思があり、実施に関する計画を策定している（要介護３から要
介護５の利用者に限る）

１月
当た
りの
介護
費

定期巡回・随時対応型訪問介護費（Ⅰ）
（訪問看護サービスを行わない場合）の範囲内

 

在宅における中重度の要介護者の支援を促進するため、「20 分未満の身体介護」は、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を受けている」又は「実施に関する計画を

策定している」場合において、夜間・早朝・深夜に行われる場合に算定可能でしたが、平

成 27 年度介護報酬改定では、身体介護中心の訪問介護の所要時間が 20 分未満である場合

に、全ての訪問介護事業所において算定することが可能になりました。 
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ただし、前回提供した訪問看護から概ね２時間以上の間隔を空けることが必要となります。

また、頻回な訪問が必要な要介護１及び要介護２の認知症等の利用者において、短時間の

身体介護が定期的に必要と認められる場合に、「20 分未満の身体介護」の算定が可能になり

ました。 

頻回な訪問が必要な「頻回な訪問の 20 分未満の身体介護」を算定する場合は、前回提供

した訪問介護から概ね２時間以上の間隔を空けることは求めていませんが、利用者に係る

１月あたりの訪問介護費は、定期巡回・随時対応型訪問介護費（Ⅰ）（訪問看護サービスを

行わない場合）の範囲内とする要件に見直されました。 

 

③ サービス提供責任者の配置基準等の見直し 

訪問介護のサービス提供責任者は、「利用者 40 人に対して１人以上」配置することが必

要ですが、常勤のサービス提供責任者が３人以上配置し、サービス提供責任者の業務を主

として従事する者が１人以上配置されている事業所については、複数のサービス提供責任

者が共同して利用者に関わる体制を構築している場合や、利用者情報の共有などサービス

提供責任者が行う業務の効率化が図られている場合に、サービス提供責任者の配置基準が

「利用者 50 人に対して１人以上」に緩和されました。 

また、一定の要件を満たす指定訪問介護事業所が、サービス提供責任者の人員配置を「利

用者 50 人に対して１人以上」とすることについては、都道府県知事に対する届出は必要あ

りません。ただし、一定の要件満たすことを証明する資料等について、当該指定訪問介護

事業所に整備しておくことが必要になります。 

 

ⅰ） 特定事業加算 

訪問介護 改定前 改定後 算定要件

特
定
事
業
加
算

Ⅰ
所定単位数の
２０％を加算

所定単位数の
２０％を加算

（１）～（７）全ての要件を満たす

Ⅱ
所定単位数の
１０％を加算

所定単位数の
１０％を加算

（１）～（４）を満たし、かつ（５）又は（６）のどちらかを満たす

Ⅲ
所定単位数の
１０％を加算

所定単位数の
１０％を加算

（１）～（４）及び（８）の要件を満たす

Ⅳ 新設
所定単位数の

５％を加算
（１）～（４）及び（７）、（９）の要件を満たす

算
定
要
件

体
制
要
件

（１） 訪問介護員及びサービス提供責任者全員に個別研修計画が策定、研修が実施予定

（２）
・利用者情報伝達等の伝達・技術指導のための会議を定期的に開催（概ね月１回以上）
・サービス提供責任者からの情報等の伝達、担当の訪問介護員からの適宜報告

（３） 訪問介護員全員に健康診断等を定期的に実施

（４） 緊急時等の対応方法を利用者に明示

人
材
要
件

（５）
訪問介護員のうち、介護福祉士３０％以上又は介護福祉士、実務研修修了者、旧介護職員基礎研
修課程修了者及び旧訪問介護員１級課程修了者の総数が５０％以上

（６）
すべてのサービス提供責任者が３年以上の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経
験を有する実務者研修修了者、旧介護職員基礎研修課程修了者、旧訪問介護員１級課程修了者

（７）
人員基準において常勤のサービス提供責任者数を上回る数の常勤のサービス提供責任者の配置
（前年度の平均利用者数が８０人未満の事業所）

重
度
対
応

（８）
前年度又は前３月の利用者総数のうち、要介護４、５、認知症（日常生活自立度Ⅲ以上）の利用者
並びにたんの吸引等の行為が必要な者が２０％以上

（９）
前年度又は前３月の利用者総数のうち、要介護３、４、５、認知症（日常生活自立度Ⅲ以上）の利用
者並びにたんの吸引等の行為が必要な者が６０％以上

 



精神科医療情報総合サイト「e-らぽーる」 

 4

新設された「特定事業所加算（Ⅳ）」は、利用者数が 80 人未満の小規模事業所が対象で、

人員基準を上回る人数の常勤のサービス提供責任者を配置し、要介護３以上並びに認知症

の日常生活自立度Ⅲ以上の利用者が全利用者の 60％以上の事業所が評価されます。 

 

ⅱ） 訪問介護員２級課程修了者であるサービス提供責任者に係る減算の取扱い 

訪問介護員２級課程修了者であるサービス提供責任者に係る減算は、所定単位数の

90/100 を乗じた単位数から 70/100 を乗じた単位数に見直されました。 

ただし、訪問介護職員２級課程修了者（平成 25 年４月以降は介護職員初任者研修修了 

者）であるサービス提供責任者を配置し、減算が適応される訪問介護事業所が、人員基準

を満たす他の訪問介護事業所と統合しサテライト事業所として、平成 28 年３月 31 日まで

に都道府県知事に届けた場合は、当該届出月の翌月から平成 30 年３月 31 日までの間、減

算適用事業所を統合する訪問介護事業所全体に対して、当該減算を適用しないことになり

ました。 

 

④ 生活機能向上連携加算の拡大 

「生活機能向上連携加算」は、訪問介護計画の作成にあたり、訪問リハビリテーション事 

業所だけではなく、通所リハビリテーション事業所の理学療法士等が利用者の居宅を訪問

する際にサービス提供責任者と同行し、又は、当該理学療法士等及びサービス提供責任者

が、利用者の居宅をそれぞれ訪問した上で、共同してカンファランスを行った場合に算定

要件を満たすことになりました。 

 

（２） 訪問看護 

① 基本報酬の見直し 

訪問看護費
改定前 改定後

所用時間

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

２０分未満 ３１８単位 ３１０単位

２０分以上３０分未満 ４７４単位 ４６３単位

３０分以上１時間未満 ８３４単位 ８１４単位

１時間以上１時間３０分未満 １,１４４単位 １,１１７単位

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士による訪問

３１８単位 ３０２単位

病
院
・診
療
所

２０分未満 ２５６単位 ２６２単位

３０分未満 ３８３単位 ３９２単位

３０分以上１時間未満 ５５３単位 ５６７単位

１時間以上１時間３０分未満 ８１５単位 ８３５単位

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所と連携して訪問看護

２,９３５単位 ２,９３５単位

 

   訪問看護は、訪問看護ステーションからの訪問看護の基本報酬は２％強の引き下げにな

りましたが、今後増大し必要となる医療ニーズであることから、病院・診療所からの 
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訪問看護は、基本報酬が微増し、他のサービスと比べると影響が軽微となっています。  

病院・診療所からの訪問看護は、基本報酬が２％引き上げられ、訪問看護ステーション

との報酬格差を少しでも是正することで、病院・診療所の参入や本格展開を後押しするこ

とが目的となっています。これは、多くの看護師を抱える病院などに配置転換を促して訪

問看護の人材を増やし、訪問看護の供給量を増やす狙いもあると考えられます。 

 

② 中重度の要介護者の在宅生活を支える訪問看護体制の強化 

    

訪問
看護

改定前 改定後 算定要件

看
護
体
制
強
化
加
算

新設
３００単位

/月

下記の基準のいずれにも適合していること

（１）算定日が属する月の前３月において、指定
訪問看護事業所における利用者の総数の
うち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者
の占める割合が５０％以上であること。

（２）算定日が属する月の前３月において、指定
訪問看護事業所における利用者の総数の
うち、特別管理加算を算定した利用者の占め
る割合が３０％以上であること。

（３）算定日が属する月の前１２月において、指定
訪問看護事業所におけるターミナル加算を
算定した利用者が１名以上であること。
（介護予防を除く）

 

 ⅰ）看護体制強化加算 

在宅における中重度の要介護者の療養生活に伴う医療ニーズの対応を強化する観点か 

ら、充実したサービス提供体制の事業所に対する評価として、「看護体制強化加算」が新 

設されました。 

 看護体制強化加算の算定には、「算定日が属する月の前３月間」において特別管理加算 

及び緊急時訪問看護加算を算定した実利用者の割合を算出する必要があります。実利用者 

の算出は、前３月間において、当該事業所が提供する訪問看護を２回以上利用した者又 

当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として数えることになります。 

また、「算定日が属する月の前 12 月間」においてターミナル加算を算定した利用者が 1名 

以上いることが必要です 

仮に、６月に算定を開始する場合は、５月 15 日以前に届出を提出することが必要となる

ため、５月分は見込みとして３月・４月・５月間の割合を算出することになります。なお、

５月分の見込みとして届出を提出した後に、加算が算定されなくなる状況が生じた場合に

は、速やかにその旨を届け出ることが必要になります。 
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（３） 集合住宅に居住する利用者へのサービス提供 

   訪問介護、訪問入浴介護、夜間対応型訪問介護、訪問看護及び訪問リハビリテーション

において、事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物（養護老人ホーム、軽費

老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）に居住する利用者

又は指定訪問看護事業所における事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物以

外の建物の 1月あたりの利用者が、同一の建物に 20 人以上居住する建物の利用者に対し

て指定訪問看護を行った場合は、所定単位数の 90％に相当する単位数を算定することに

なりました。 

 

２ 通所系サービス 

（１）通所介護 

 ① 基本報酬の見直し 

通所介護
３時間以上５時間未満 ５時間以上７時間未満 ７時間以上９時間未満

改定前 改定後 改定前 改定後 改定前 改定後

小規模型
通所介護費

要介護１ ４６４単位 ４２６単位 ７０５単位 ６４１単位 ８１５単位 ７３５単位

要介護２ ５３３単位 ４８８単位 ８３１単位 ７５７単位 ９５８単位 ８６８単位

要介護３ ６００単位 ５５２単位 ９５７単位 ８７４単位 １,１０８単位 １,００６単位

要介護４ ６６８単位 ６１４単位 １,０８２単位 ９９０単位 １,２５７単位 １,１４４単位

要介護５ ７３４単位 ６７８単位 １,２０８単位 １,１０７単位 １,４０５単位 １,２８１単位

通常規模型
通所介護費

要介護１ ４０３単位 ３８０単位 ６０６単位 ５７２単位 ６９５単位 ６５６単位

要介護２ ４６０単位 ４３６単位 ７１３単位 ６７６単位 ８１７単位 ７７５単位

要介護３ ５１８単位 ４９３単位 ８２０単位 ７８０単位 ９４４単位 ８９８単位

要介護４ ５７５単位 ５４８単位 ９２７単位 ８８４単位 １,０７１単位 １,０２１単位

要介護５ ６３３単位 ６０５単位 １,０３４単位 ９８８単位 １,１９７単位 １,１４４単位

大規模型
通所介護費

（Ⅰ）

要介護１ ３９６単位 ３７４単位 ５９６単位 ５６２単位 ６８３単位 ６４５単位

要介護２ ４５２単位 ４２９単位 ７０１単位 ６６５単位 ８０３単位 ７６２単位

要介護３ ５０９単位 ４８５単位 ８０６単位 ７６７単位 ９２８単位 ８８３単位

要介護４ ５６５単位 ５３９単位 ９１１単位 ８６９単位 １,０５３単位 １,００４単位

要介護５ ６２２単位 ５９５単位 １,０１７単位 ９７１単位 １,１７７単位 １,１２５単位

大規模型
通所介護費

（Ⅱ）

要介護１ ３８６単位 ３６４単位 ５８０単位 ５４７単位 ６６５単位 ６２８単位

要介護２ ４４０単位 ４１７単位 ６８３単位 ６４７単位 ７８２単位 ７４２単位

要介護３ ４９６単位 ４７２単位 ７８５単位 ７４６単位 ９０４単位 ８５９単位

要介護４ ５５０単位 ５２４単位 ８８７単位 ８４６単位 １,０２５単位 ９７７単位

要介護５ ６０５単位 ５７９単位 ９８９単位 ９４６単位 １,１４６単位 １,０９５単位

療養通所介護費
３時間以上６時間未満 ６時間以上８時間未満

1,007単位 １,５１１単位

 

  通所介護は、今回の改定の基本方針である「中重度者や認知症高齢者への対応強化」 

「評価の適正化」が最も色濃く反映されています。 

 サービス提供時間が７時間以上９時間未満の場合、基本報酬が通常規模で 4.4～5.6％、 

小規模型が 8.8～9.8％引き下げられました。小規模型は、これまで管理コストのスケー

ルメリットが働きにくい点を考慮して通常規模型より基本報酬が約 17％高く設定されて

いましたが、実際は約 7.6％しか管理コストの差がなかったために適正化されました。 

 

② 在宅生活の継続に資するサービスを提供している事業所の評価 

 認知症高齢者や中重度の要介護者を積極的に受け入れ、在宅生活の継続によるサービ 

スを提供するために、介護職員又は看護職員を指定基準よりも常勤換算方法で複数以上

加配している事業所について「中重度者ケア体制加算」や「認知症加算」として新たに

評価されました。 
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通所介護 改定前 改定後 算定要件

認知症加算 新 設
＋６０
単位/

日

①介護職員又は介護職員の員数に加え、常勤換算法で
２人以上配置

②認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が
２０％以上
（前年度又は算定日の月の前３月間の利用者の総数に対して）

③提供時間を通じて、専従で認知症介護指導者研修、
認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修
を修了した者を１人以上確保
①～③のすべてを満たした場合算定
※若年性認知症利用者受入加算を算定している場合は

算定不可

中重度者ケ
ア体制加算

新 設
＋４５
単位/

日

①介護職員又は介護職員の員数に加え、常勤換算法で２
人以上配置
②要介護３以上の利用者の割合が３０％以上

（前年度又は算定日の月の前３月間の利用者の総数に対して）

③提供時間を通じて、専従で看護職員を１人以上確保
①～③のすべてを満たした場合算定

 

ⅰ） 認知症加算 

新設された「認知症加算」は、介護職員又は介護職員の員数に加え、常勤換算方法で

２人以上を配置し、認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が、前年度又は算定日

の月の前３月間の利用者の総数に対して 20％以上あり、提供時間を通じて、専従で認知

症介護指導者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修を修了した者

を１人以上確保している場合に算定できます。ただし、若年性認知症利用者受入加算を

算定している場合には算定はできません。 

 認知症高齢者の日常生活自立度の確認方法は、a）医師の判定結果又は主治医の意見書 

を用いて、居宅サービス計画又は各サービスの計画に記載し、複数の判定結果がある場

合には、最も新しい判定を用いる。b）医師の判定がない場合は、「要介護認定等の実施

について」に基づき、認定調査員が記入した同通知中「2(4)認定調査員」に規定する「認

定調査票」の「認定調査票（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記

載を用いて確認します。介護支援専門員は、サービス担当者会議などを通じて、認知症

高齢者の日常生活自立度を含めて情報を共有することになります。 

認知症加算は、認知症介護実践者研修等の修了者の配置が求められています。当該研

修修了者は、介護職員以外の職種（管理者、生活相談員、看護職員等）でも認められて

いますが、その場合、通所介護を行う時間帯を通じて指定通所介護事業所に従事してい

る必要があります。なお、他の加算の要件の職員として配置する場合は、兼務は認めら

れません。 
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ⅱ） 中重度ケア体制加算 

新設された「中重度ケア体制加算」は、事業所の利用者全員に対しての加算として評

価されます。 

算定要件は、介護職員又は介護職員の員数に加え、常勤換算方法で２人以上配置し、

要介護３以上の利用者の割合が、前年度又は算定日の月の前３月間の利用者の総数に対

して 30％以上あり、提供時間を通じて、専従で看護職員を１人以上確保している場合に

算定できます。 

提供時間を通じて配置する看護職員は、他の職務との兼任は認められず、加算の要件

である常勤換算員数を算出する際の勤務時間数に含めることはできません。 

なお、加算の要件となる看護職員とは別に看護職員を配置している場合は、当該看護

職員の勤務時間数は常勤換算員数を算出する際の勤務時間数に含めることができます。 

 

③ 心身機能訓練から生活行為向上訓練まで総合的に行う機能の強化 

  地域で在宅生活が継続できるよう生活機能の維持・向上による効果的な支援を評価す

るため、個別機能訓練加算の算定要件について、居宅を訪問した上で計画を作成するこ

とを新たな要件として加え、「個別機能訓練加算」の評価が見直しされました。 

ⅰ） 個別機能訓練加算 

通所介護 改定前 改定後 算定要件

個別機能訓
練加算（Ⅰ）

＋４２
単位/日

＋４６
単位/日

（追加要件のみ）

機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問し、個別機
能訓練計画を作成。その後３月毎に１回以上、利用者
の居宅を訪問した上で、利用者又はその家族に対して、
機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を
説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。

個別機能訓
練加算（Ⅱ）

＋５０
単位/日

＋５６
単位/日

 

「個別機能訓練加算」の算定要件は、機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問し、個 

別機能訓練計画を作成し、その後３月毎に１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、利

用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、

訓練内容の見直し等を行っていることが追加になりました。 

そのため、平成 27 年４月以降、既に個別機能訓練加算を取得している利用者について

は、３月毎に行う個別機能訓練計画の内容や進捗状況等の説明を利用者又は利用者の家

族に行う際に、居宅訪問を行うことで継続して加算を算定できます。また、居宅を訪問

する要件は、利用者宅へ送迎をした後そのまま職員が残り、生活状況を確認することで

も認められます。 

 

④ 延長加算の見直し 

   通所介護等の「延長加算」は、実態として通所介護事業所等の設備を利用して宿泊する

場合は算定不可とされ、介護者の更なる負担軽減や、仕事と介護の両立の観点から、更

に対象範囲が拡大されました。 
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通所介護 改定前 改定後 算定要件

延
長
加
算

９時間以上
１０時間未満 ＋５０単位/日

・日常生活上の世話を行った後に引き続き、所用時間７
時間以上９時間未満の指定通所介護を行った場合

・所要時間７時間以上９時間未満の指定通所介護を
行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合

当該指定通所介護の所要時間と当該指定通所介護の
前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した
時間が、９時間以上となった場合加算

※通所介護事業所などの設備を利用して宿泊する場合
は算定不可

１０時間以上
１１時間未満

＋１００単位/日

１１時間以上
１２時間未満

＋１５０単位/日

１２時間以上
１３時間未満

新 設

＋２００
単位/日

１３時間以上
１４時間未満

＋２５０
単位/日

 

  「延長加算」は、日常生活上の世話を行った後に引き続き、所用時間７時間以上９時

間未満の指定通所介護を行った場合又は所要時間７時間以上９時間未満の指定通所介護

を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合において、当該指定通所介護の所

要時間と当該指定通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間

が、９時間以上となった場合に算定できます。今回の改定で、対象範囲が 12 時間以上 13

時間未満、13 時間以上 14 時間未満の区分が新設され、最大 5 時間まで拡大されました。 

  また、利用者が、当該事業所を利用した後に、引き続き当該事業所の設備を利用して

宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の提供を受ける場合は、延長加算の

算定をすることができません。 

 

⑤ 送迎時の評価の見直し 

通所介護 改定前 改定後 算定要件

送迎時の

居宅内介助等
の評価

新設

送迎時に
実施した
居宅内介
助等を所
要時間に
含める

・居宅サービス計画と個別サービス計画に位置付
けた上で実施

・所要時間に含めることができる時間は３０分以内
・居宅内介助等を行う者は、介護福祉士、介護職

員初任者研修終了者等

送迎が
実施されない

場合
新設

▲４７単位
/片道

利用者に対して、その居宅と指定通所リハビリ
テーション事業所との間の送迎を行わない場合、
片道につき減算

 

 ⅰ） 送迎時の居宅内介助等の評価 

  通所介護の所要時間には、送迎に要する時間は含みませんが、送迎時に実施した居

宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締まり等）に要する時間は、    
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以下の a)、b)いずれの要件を満たす場合に、１日 30 分以内を限度として、通所介護の時

間に含めることができることになりました。 

ａ）居宅サービス計画及び通所介護計画に位置付けた上で実施する場合 

ｂ）送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基 

礎研修課程修了者、一級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（二級課程修了者を

含む。）、看護職員、機能訓練指導員又は当該事業所における勤続年数と同一法人の経

営する他の介護サービス事業所、医療機関、社会福祉施設においてサービスを利用者

に直接提供する職員としての勤務年数の合計が３年以上の介護職員である場合 

 

ⅱ） 送迎が実施されない場合 

 通所介護の利用者が、自ら通う場合や利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎

を実施していない場合は、片道につき所定単位数から 47 単位を新たに減算することになり

ました。 

 

⑥ 地域連携の拠点としての機能の充実 

  通所介護事業所は、利用者の地域での暮らしを支えるため、医療機関や他の介護事業

所、地域の住民活動等と連携し、通所介護事業所を利用しない日でも利用者を支える地

域連携拠点として機能を展開できるように、生活相談員の専従要件が緩和されました。

また、事業所内に限った利用者との対話を主体とした相談業務だけではなく、サービス

担当者会議に加えて地域ケア会議への出席が可能となるように機能が充実されました。 

通所介護 改定内容

生活相談員の
専従要件の緩和

（生活相談員の勤務時間数に含めることができる）

・サービス担当者会議への出席
・地域ケア会議への出席
・訪問時の在宅生活の状況確認や相談・援助
・地域町内会との連携 等

 

  生活相談員の勤務延べ時間に、「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、 

利用者に必要な生活支援を担ってもらうなど社会資源の発掘、活用のための時間」が 

認められました。また、生活相談員の事業所外での活動は、利用者の地域生活を支える

ための取組であることから、その活動や取組を記録することが必要になります。 

 

⑦ 看護職員の配置基準の緩和 

   通所介護における看護職員の配置基準は、看護職員の人材不足に配慮して、その専門性

を効果的に生かすことができるよう、病院、診療所、訪問看護ステーションと連携し、

利用者の健康状態の確認を行った場合は、人員配置基準を満たすことになりました。 
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通所介護 改定内容

看護職員の
配置基準の緩和

以下の要件を満たしている場合も看護職員が確保されているものとする。

・ 病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により、看護
職員が営業日ごとに健康状態の確認を行っていること

・ 病院、診療所、訪問看護ステーションと通所介護事業所が
提供時間帯を通じて密接かつ適切な連携が図られていること

 

  改定内容である健康状態の確認を行うために要する時間は、事業所の規模に応じて異

なるため、一概に示すことはできませんが、利用者全員に対して適切に健康状態の確認

を行えるように病院、診療所又は訪問看護ステーションと契約を結ぶ必要があります。 

 また、密接かつ適切な連携とは、利用者の容態急変に対応できるよう契約先の病院、診

療所又は訪問看護ステーションから適切に指示を受けることができる連絡体制を確保す

ることです。 

 

⑧ 夜間及び深夜サービスを実施する場合の運営基準の厳格化 

   通所介護において、夜間及び深夜サービスを実施する場合の運営は、通所介護事業所の

設備を利用して、介護保険制度外の夜間及び深夜サービス（宿泊サービス）を実施して

いる事業所については届け出が求められ、また、事故報告の仕組みも設けるとともに、

情報公表を推進することになります。 

 

（２） 療養通所介護 

① 重度要介護者の療養生活継続によるサービスを提供している事業所の評価 

   療養通所介護では、在宅での重度要介護者の療養生活継続への対応を強化する観点から、

複数名での送迎や入浴の体制を評価するための「個別送迎体制強化加算」や「入浴介助

体制加算」が新設されました。 

  

通所介護 改定前 改定後 算定要件

個別送迎
体制強化

加算
新設

＋２１０
単位/日

・指定療養通所介護事業における２名以上の従
事者により、個別に送迎を行っていること。

・当該事業者のうち１名は、看護師又は准看護師
であること

入浴介助
体制強化

加算
新設

＋６０
単位/日

・指定療養通所介護事業所における２名以上の
従事者により、個別に入浴介助を行っていること

・当該事業者のうち１名は、看護師又は准看護師
であること

 

ⅰ） 個別送迎体制強化加算 

   新設された個別送迎体制強化加算は、指定療養通所介護事業所において２名以上の従事

者（うち１名は看護師又は准看護師）により、個別に送迎を行った場合に、１日につき

210 単位を所定点数に加算されます。 
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この加算は、療養通所介護計画上、個別送迎の提供が位置付けられている場合であって

も、利用者の事情により、個別送迎を実施しなかった場合は算定できません。 

 

ⅱ） 入浴介助体制強化加算 

新設された入浴介助体制強化加算は、指定療養通所介護事業所において、２名以上の従

事者により個別に入浴介助を行った場合に、1日につき 60 単位を所定点数に加算すること

ができます。 

この加算は、療養通所介護計画上、入浴介助の提供が位置付けられている場合であって

も、利用者の事情により、入浴介助を実施しなかった場合は算定できません。 

 

（３） 通所リハビリテーション 

 ① 基本報酬の見直し 

通所

リハビリ
テーショ

ン

１時間以上
２時間未満

２時間以上
３時間未満

３時間以上
４時間未満

４時間以上
６時間未満

６時間以上
８時間未満

改定前 改定後 改定前 改定後 改定前 改定後 改定前 改定後 改定前 改定後

通
常
規
模
型

要介護１ ２７３単位 ３２９単位 ２８７単位 ３４３単位 ３９０単位 ４４４単位 ５０７単位 ５５９単位 ６７７単位 ７２６単位

要介護２ ３０３単位 ３５８単位 ３４３単位 ３９８単位 ４６７単位 ５２０単位 ６１６単位 ６６６単位 ８２９単位 ８７５単位

要介護３ ３３３単位 ３８８単位 ４０１単位 ４５５単位 ５４５単位 ５９６単位 ７２４単位 ７７２単位 ９７９単位 １,０２２単位

要介護４ ３６３単位 ４１７単位 ４５７単位 ５１０単位 ６２３単位 ６７３単位 ８３２単位 ８７８単位 １,１３２単位 １,１７３単位

要介護５ ３９４単位 ４４８単位 ５２４単位 ５６６単位 ７０１単位 ７４９単位 ９４０単位 ９８４単位 １２８３単位 １３２１単位

大
規
模
型
Ⅰ

要介護１ ２６７単位 ３２３単位 ２８１単位 ３３７単位 ３８３単位 ４３７単位 ４９９単位 ５５１単位 ６５５単位 ７１４単位

要介護２ ２９８単位 ３５４単位 ３３７単位 ３９２単位 ４５９単位 ５１２単位 ６０５単位 ６５５単位 ８１５単位 ８６１単位

要介護３ ３２７単位 ３８２単位 ３９４単位 ４４８単位 ５３６単位 ５８７単位 ７１１単位 ７５９単位 ９６３単位 １,００７単位

要介護４ ３５７単位 ４１１単位 ４４９単位 ５０２単位 ６１２単位 ６６２単位 ８１８単位 ８６４単位 １,１１１単位 １,１５２単位

要介護５ ３８７単位 ４４１単位 ５０６単位 ５５８単位 ６８８単位 ７３７単位 ９２５単位 ９６９単位 １,２６１単位 １,２９９単位

大
規
模
型
Ⅱ

要介護１ ２６０単位 ３１６単位 ２７４単位 ３３０単位 ３７２単位 ４２６単位 ４８４単位 ５３６単位 ６４８単位 ６９７単位

要介護２ ２９０単位 ３４６単位 ３２９単位 ３８４単位 ４４７単位 ５００単位 ５８８単位 ６３８単位 ７９２単位 ８９８単位

要介護３ ３１８単位 ３７３単位 ３８３単位 ４３７単位 ５２１単位 ５７３単位 ６９２単位 ７４１単位 ９３８単位 ９８２単位

要介護４ ３４７単位 ４０２単位 ４３８単位 ４９１単位 ５９６単位 ６４６単位 ７９５単位 ８４２単位 １,０８２単位 １,１２４単位

要介護５ ３７６単位 ４３０単位 ４９２単位 ５４４単位 ６７０単位 ７１９単位 ８９９単位 ９４４単位 １,２２７単位 １,２６６単位

 

 基本報酬は、長時間継続して実施される個別リハビリテーションの評価の一部が包括化

され、3.0～7.4％引き上げられましたが、個別リハビリテーション実施加算と短期集中リ

ハビリテーション加算が短期集中個別リハビリテーション実施加算に統合されたため、実

質的には引き下げられたことになります。 

 

② リハビリテーションマネジメントの強化 

 リハビリテーションマネジメントは、適宜適切でより効果の高いリハビリテーションを実

現するために、リハビリテーション計画書の充実や計画の策定と活用等のプロセス管理の

充実、介護支援専門員や他のサービス事業所を交えた「リハビリテーション会議」の実施

と情報共有の仕組みの充実が平成２７年度改定で評価されました。     
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通所リハビ
リテーション

改定前 改定後 算定要件

リハビリ
テーション
マネージメ
ント加算

＋２３０
単位

Ⅰ ＋２３０単位/月

指定通所リハビリテーション事業所の医師、理
学療法士、作業療法士又は言語聴覚士その他
の職種の者が協働し、継続的にリハビリテーショ
ンの質を管理した場合

新設 Ⅱ

開始日から
６月以内

＋１,０２０単位/月

通所リハビリテーション計画を利用者又はその
家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する
月から起算して６月以内の期間のリハビリテー
ションの質を管理した場合

開始日から
６月超

＋７００単位/月

当該日の属する月から起算して６月を超えた期
間のリハビリテーションの質を管理した場合

 

ⅰ） リハビリテーションマネジメント加算 

  「リハビリテーションマネジメント加算」は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの

一環として実施され、リハビリテーションの質の向上を図るため、利用者の状態や生活環

境等を踏まえた多職種協働による通所リハビリテーション計画の作成、当該計画に基づく

適切なリハビリテーションの提供、当該提供内容の評価とその結果を踏まえた当該計画の

見直し等といった PDCA サイクルの構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理

を行った場合に算定できます。 

 新設された「リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）」は、通所リハビリテーション

計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算して６月

以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合に 1月につき 1,020 単位を所定点数

に加算され、開始日から６月を超えた場合は、1月につき 700 単位を所定点数に加算されま

す。 

 なお、訪問指導加算（550 単位/回）は、リハビリテーションマネジメントのプロセスと

して一体的に評価することになり、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）

に統合し削除されました。 

ⅱ） 短期集中リハビリテーション実施加算と個別リハビリテーション実施加算の見直し 

     

通所リ
ハビリ
テー
ション

改定前 改定後 算定要件

短期
集中

個別リ
ハビリ
テー
ション
実施
加算

短期
集中
リハ
ビリ
テー
ショ
ン実
施加
算

退院（所）日又
は認定日から

起算して
１月以内

１２０単位
/日

退院（所）日
又は認定日
から起算して

３月以内
１１０単位/日

（変更点のみ）
・個別にリハビリテーションを実施
すること
・認知症短期集中リハビリテーショ
ン実施加算又は生活行為向上リ
ハビリテーション実施加算を算定し
ている場合は、算定しない。
・通所リハビリテーション費におけ
るリハビリテーションマネジメント加
算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定しているこ
と

退院（所）日又
は認定日から

起算して
１月超３月以内

６０単位
/日

個別
リハ
ビリ
テー
ショ
ン実
施加
算

８０単位/回
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退院（所）後間もない者に対する身体機能の回復を目的とした「短期集中リハビリテー

ション実施加算」と身体機能の回復を目的とした「個別リハビリテーション実施加算」を

統合し、「短期集中個別リハビリテーション実施加算」として見直されました。 

新設された「短期集中個別リハビリテーション実施加算」は、指定通所リハビリテーシ

ョン事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利

用者に対して、その退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の期間に、個別リハビ

リテーションを集中的に行った場合、1日につき 110 単位を所定点数に加算されます。 

 「短期集中個別リハビリテーション実施加算」のリハビリテーションは、利用者の状態

に応じて、基本的動作能力及び応用的動作能力を向上させ、身体機能を回復させるための

集中的なリハビリテーションを個別に実施することです。また、集中的なリハビリテーシ

ョンとは、退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の期間に、1週につき概ね２日以

上、１日当たり 40 分以上実施しなければなりません。 

 

④ 認知症短期集中リハビリテーションの充実 

  認知症高齢者は、個別のリハビリテーションよりも状況が理解しやすい集団活動や何を

するのかイメージされやすい活動等の方がリハビリテーションを導入しやすいことから、

認知症の状態に合わせた効果的な方法や介入頻度・時間を選択できる「認知症短期集中リ

ハビリテーション（Ⅱ）」が追加されました。 

通所リ
ハビリ
テー
ション

改定前 改定後 算定要件

認知
症短
期集
中リ
ハビ
リ

テー
ション
実施
加算

退院（所）日
又は通所開

始日から起算
して３月以内
２４０単位/日

Ⅰ

退院（所）日又は
通所開始日から
起算して３月以内

２４０単位/日

・以下の基準のいずれにも適合すること。
（１）１週間に２日を限度として個別にリハビリテー
ションを実施すること
（２）通所リハビリテーション費におけるリハビリ
テーションマネージメント加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算
定していること

・短期集中個別リハビリテーション実施加算又は
生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定
している場合は算定しない。

新設 Ⅱ

退院（所）日又は
通所開始日の属

する月から
起算して３月以内
１,９２０単位/月

・以下の基準のいずれにも適合すること。
（１）１月に４回以上リハビリテーションを実施する
こと
（２）リハビリテーション実施頻度、実施場所及び
実施時間が記載された通所リハビリテーション計
画を作成し、生活機能の向上に資するリハビリ
テーションを実施すること
（３）通所リハビリテーション費におけるリハビリ
テーションマネージメント加算（Ⅱ）を算定している
こと
・短期集中個別リハビリテーション実施加算又は
生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定
している場合は算定しない

 

ⅰ） 認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅰ） 

  「認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅰ）」は、精神科医師若しくは神経内科医師

又は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修を修了した医師により認知
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症の利用者で生活機能の改善が見込まれると判断された者に対して、通所リハビリテーシ

ョン計画に基づき、1週間に２日を限度として、20 分以上のリハビリテーションを個別に

実施した場合に 1日につき 240 単位を算定できます。通所リハビリテーション費における

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定していることが必要になり

ます。 

ⅱ） 認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅱ） 

 「認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅱ）」は、精神科医師若しくは神経内科医師

又は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修を修了した医師により認知

症の利用者で生活機能の改善が見込まれると判断された者に対して、通所リハビリテーシ

ョン計画に基づき、利用者の状態に応じて実施します。個別又は集団によるリハビリテー

ションは、１月に８回以上実施することが望ましいですが、１月に４回以上実施した場合

に 1月に 1,920 単位を算定できます。その際には、通所リハビリテーション計画にその時

間、実施頻度、実施方法を定めた上で実施します。なお、通所リハビリテーション費にお

けるリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を算定していることが必要になります。 

通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、認知症を有する利用者の生活環境に

対応したサービス提供ができる体制を整える必要があることから、利用者の生活環境をあ

らかじめ把握するため、当該利用者の居宅を訪問することになっています。 

また、認知症短期集中リハビリテーション加算の対象となる利用者は、MMSE（Mini 

Mental State Examination）又は HDS-R（改定長谷川式簡易知能評価スケール）においてお

おむね５点～25 点に相当する者になります。 

 

⑤ 活動と参加に焦点を当てた新たな評価体系の導入 

 ADL・IADL、社会参加などの生活行為の向上に焦点を当てた新たな生活行為向上リハビリ

テーションとして、居宅などの実際の生活場面における具体的な指導などにおいて、訪問

と通所を組み合わせることが可能となる「生活行為向上リハビリテーション実施加算」が

新設されました。 

通所リハ
ビリテー
ション

改定前 改定後 算定要件

生活行
為向上リ
ハビリ
テーショ
ン実施加
算

新設

開始月から起算して
３月以内の期間に

行われた場合

２,０００単位/月

指定通所リハビリテーション事業所が、生活行
為の内容の充実を図るための目標及び当該
目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容
等をリハビリテーション実施計画にあらかじめ
定めて、利用者に対してリハビリテーションを
計画的に行い、指定通所リハビリテーションの
りようしゃの有する能力の向上を支援した場合

ただし、短期集中個別リハビリテーション実施
加算又は認知症短期集中リハビリテーション
実施加算を算定している場合は、算定しない。

新設

開始月から起算して
３月超６月以内の

期間に行われた場合

１,０００単位/月
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ⅰ） 生活行為向上リハビリテーション実施加算 

「生活行為向上リハビリテーション実施加算」は、指定通所リハビリテーション事業所が、

生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実

施内容等をリハビリテーション実施計画にあらかじめ定め、利用者に対してリハビリテー

ションを計画的に行い、指定通所リハビリテーションの利用者の有する能力の向上を支援

した場合に算定できます。 

ただし、短期集中個別リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算を算定している場合は算定できません。 

なお、生活行為向上リハビリテーションの提供終了後の翌月から６月間に限り、同一利

用者に対して、通所リハビリテーションを行った場合は、１日につき所定単位数の 15％に

相当する単位数が減算されることになりました。 

 

⑥ 社会参加を維持できるサービス等へ移行する体制の評価及び重症者対応機能の評価 

 通所リハビリテーションの利用により ADL・IADL が向上し、社会参加を維持できるサー

ビス等に移行できるなど、質の高いリハビリテーションを提供する事業所の体制が「社会

参加支援加算」として新たに評価されました。 

また、中重度要介護者を積極的に受け入れ、在宅生活の継続によるサービスを提供する

ため、看護職員又は介護職員を指定基準よりも常勤換算方法で１以上加配している事業所

について「中重度者ケア体制加算」として評価されました。 

通所リハ
ビリテー
ション

改定前 改定後 算定要件

社会参加
支援加算

新設 １２単位/日

・指定通所リハビリテーション事業所が、リハビリ
テーションを行い、利用者の社会参加等を支援し
た場合
・評価対象期間の末尾が属する年度の次の年に
限り加算

中重度者
ケア体制

加算
新設 ２０単位/日

・指定通所リハビリテーション事業所が、中重度の
要介護者を受け入れる体制を構築し、指定通所リ
ハビリテーションを行った場合

 

ⅰ） 社会参加支援加算 

 「社会参加支援加算」は、指定通所リハビリテーション事業所が、リハビリテーション

を行い、利用者の社会参加等を支援した場合に評価対象期間の末日が属する年度の次の年

度内に限り、１日につき 12 単位を所定単位数に加算できます。 

ⅱ） 中重度者ケア体制加算 

 「中重度者ケア体制加算」は、指定通所リハビリテーション事業所が、中重度の要介護

者を受け入れる体制を構築し、指定通所リハビリテーションを行った場合に、１日につき

20 単位を所定単位数に加算できます。 

以上    


